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（1） H―24.12.7―957〈（表・委）厚【5―3政党支持・6―7機関紙配布】／刑〉最 2判平成 24年 12月 7
日1）（堀越事件最高裁判決，以下，堀越最高裁判決と呼ぶ，刑集 66巻 12号 1722頁，①→ H―
20.9.19〈（表・委）厚【5―3政党支持・6―7機関紙配布】／刑〉東京地判，②→ H―22.5.13〈（表・
委）厚【5―3政党支持・6―7機関紙配布】／刑〉東京高判）は，上告人の主張―国家公務員法
110条 1項 19号，102条 1項，【6―7機関紙配布】の各規定が憲法 21条 1項，15条，19条，
























ものとして憲法上是認されるかについて，最大判昭和 58年 6月 22日（よど号乗っ取り事件新




























































































































（1） S―43.3.25〈（表）郵【5―3政党支持・6―13文書掲示】／刑〉旭川地判昭和 43年 3月 25日（判








































罰を加えることをその適用の範囲内に予定している国公法 110条 1項 19号は，このような行
為に適用される限度において，行為に対する制裁としては，合理的にして必要最小限の域を超
え」ている，という。そして，国公法 110条 1項 19号は，「同法 102条 1項に規定する政治的
行為の制限に違反した者という文字を使っており，制限解釈を加える余地は全く存しないのみ
ならず，同法 102条 1項をうけている人事院規則 14―7は，全ての一般職に属する職員にこの
規定の適用があることを明示している以上」，「本件被告人の所為に，国公法 110条 1項 19号
が適用される限度において，同号が憲法 21条および 31条に違反するもので，これを被告人に
適用することができない」として無罪とする。
（2） S―44.6.24〈（表）郵【5―3政党支持・6―13文書掲示】／刑〉札幌高判昭和 44年 6月 24日（判
時 560号 30頁，①→ S―43.3.25〈（表）郵【5―3政党支持・6―13文書掲示】／刑〉旭川地判，
③→ S―49.11.6―1501〈（表・委）郵【5―3政党支持・6―13文書掲示】／刑〉最大判）は，検察

























そして，「全逓中郵判決テーゼ」（後述（C）（1）エ）参照）をいい（最大判昭和 44年 4月 2日，












































月 26日（全逓中郵判決，刑集 20巻 8号 901頁）が，「旧来の判例を変更し，『公労法 3条で刑事





































































































































































（1）S―44.3.27〈（表）郵【5―1選挙応援・6―8投票勧誘】／刑〉徳島地判昭和 44年 3月 27日（判







































公法第 110条第 1項第 19号は，少なくとも，被告人の本件のごとき行為についてまで右のよ
うに重い刑罰を科している限りにおいて，憲法第 21条，第 31条に違反することが明白であり，
結局，無効である」とし，被告人を無罪とする。















































































































































































































































































































わめて軽視し，あるいはほとんど無視している」，最大判昭和 41年 10月 26日（全逓中郵判決），

















2）そして，本判決は，「このように解することができることは」，猿払最高裁判決，最大判昭和 58年 6月 22日（よ
ど号乗っ取り事件新聞記事抹消事件），最大判昭和 59年 12月 12日（札幌税関検閲事件，民集 38巻 12号 1308頁），
最大判昭和 61年 6月 11日（北方ジャーナル事件，民集 40巻 4号 872頁），最大判平成 4年 7月 1日（成田新法事















3）被告人は，昭和 22年 12月 28日，青森営林局管内佐井営林署に検尺手として採用され，その後，むつ営林署労
務係兼厚生係勤務を経て，40年 4月 1日から同課労務係として勤務していた一般職の国家公務員である。同人は，
昭和 41年 12月下旬から同 42年 1月上旬の間むつ市内で前後 8回に亘り 7名に対し，いずれも勤務時間外の夜間















6）最大判昭和 40年 7月 14日は，「具体的に制限の程度を決定することは立法府の裁量に属するものというべく，
その制限の程度がいちじるしく右の適正な均衡を破り，明らかに不合理であって，立法府がその裁量権の範囲を逸
脱したと認められるものでない限り，その判断は，合憲，適法なものと解するのが相当」という。


























































 ● 公務員の政治的行為をめぐる司法消極主義と積極主義（1） 南山大学紀要「アカデミア」社会科学編 10号










 ● 公務員の政治的行為をめぐる司法消極主義と積極主義（2） 南山法学 39巻第 3・4号
















Judicial Passivism and Activism concerning Political 








学アカデミア社会科学篇第 10号（2016），同（2）―南山法学第 39巻第 3・4合併号（2016），同（3）
―南山大学アカデミア社会科学篇第 11号（2016）に続くものであり，《消Ⅲ》（8）「必要やむを得な
い限度の制約・合憲限定解釈（範囲不確定型）・総合判断・構成要件該当／有罪」アプローチ，《積Ⅰ》
α（1）「必要最小限度の制約・LRA・適用違憲／無罪」アプローチ，（2）「必要最少限度・LRA・合
憲限定解釈（ピンポイント型）／無罪」アプローチ，（3）「必要最小限度の制約・LRA・合憲限定解
釈（範囲確定型）／処分違法」アプローチを分析，検討する。
